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介護予防・日常生活支援総合事業 

指定第１号訪問事業（訪問型サービス）契約書・別紙 

【重要事項説明書】 

 

 

あなた（利用者）に対するサービスの提供開始にあたり、当事業者があなたに説明す

べき重要事項は、次のとおりです。 

(野辺地町指定：第０２７２５００２４０号) 

 

１．法人の概要 

法 人 名 社会福祉法人 野辺地町社会福祉協議会 

所 在 地 〒039-3164 青森県上北郡野辺地町字前田５番地２ 

電 話 番 号 ０１７５－６４－０４０１ 

F A X 番 号 ０１７５－６４－４４４２ 

代 表 者 氏 名 会長 上原子 秀 志 

設 立 年 月 昭和４７年７月 

 

 

２．事業所の概要 

事 業 所 の 名 称 のへじ社協訪問介護事業所 

サ ー ビ ス 種 類 第１号訪問事業（訪問型サービス） 

事 業 所 所 在 地 〒039-3164 青森県上北郡野辺地町字前田５番地２ 

電 話 番 号 ０１７５－６４－４４００ 

F A X 番 号 ０１７５－６４－４４４２ 

指定年月日・事業所番号 平成３０年４月１日 ・０２７２５００２４０ 

管 理 者 氏 名 本間 布美子 

通常の事業の実施地域 野辺地町 

 

 

３．事業の目的と運営の方針 

事 業 の 目 的 

要支援状態等にある利用者に対し、訪問型サービスの円滑な

運営管理を図るとともに、利用者の意思及び人格を尊重し、利

用者の立場に立った適切な訪問型サービスの提供を確保する

ことを目的とします。 

運 営 の 方 針 

利用者が可能な限りその居宅において、その状態を踏まえな

がら生活援助等の支援を行うことにより、利用者の生活機能

の維持または向上を目指すものです。また、利用者の所在する

市町村、地域包括支援センター、居宅介護支援事業者、他の居

宅サービス事業者、保健医療サービス及び福祉サービス等と

の連携に努めるものとします。 
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４．提供するサービスの内容及び留意事項 
（１）サービス内容 

  訪問型サービスは、訪問介護員が利用者の自宅を訪問し、調理、洗濯、掃除等の家

事、入浴、排せつや食事介助など、日常生活上の支援を行うサービスです。 

 具体的には、サービスの内容により、以下の区分に分けられます。 

身体介護 

利用者の身体に直接接触して行う介助や日常生活を営むのに必要な

機能を高めるための介助や専門的な支援を行います。 

（例）食事介助、入浴介助、清拭、排せつ介助、身体整容、体位変換、

服薬介助等 

生活援助 
家事を行うことが困難な利用者に対して、家事の支援を行います。 

（例）調理、洗濯、掃除、買い物等 

 

（２）サービス実施時の留意事項 

定められた業務以外

の禁止 

利用者は、上記のサービス内容で定められたサービス以

外の業務を事業者に依頼することはできません。 

〔訪問介護員の禁止行為〕 

①医療行為又は医療補助行為 

②利用者もしくはその家族等からの高価な物品等の授受 

③利用者の家族等に対する訪問介護サービスの提供 

④預金・貯金の引き出しや預け入れ 

⑤飲酒及び利用者もしくはその家族等の同意なしに行う

喫煙 

⑥利用者もしくはその家族等に対して行う宗教活動、政

治活動、営利活動 

⑦その他利用者もしくはその家族等に行う迷惑行為 

訪問型サービスの実

施に関する指示・命

令 

サービスの実施に関する指示・命令は、全て事業者が行

います。ただし、事業者はサービスの実施に当たって、

利用者の事情・意向等に十分に配慮するものとします。 

備品等の使用 

訪問型サービスの実施のために必要な備品等（水道・ガ

ス・電気・電話を含む）は、無償で使用させていただき

ます。 

サービス提供を行う

訪問介護員 

訪問介護員とは、所定の研修を受けた上で訪問型サービス

事業に従事し、介護・生活援助及び相談助言等を行う専門

職員をいいます。 

利用者を担当する訪問介護員は、サービス提供時に決定し

ます。 

 
（３）訪問介護員の交替 

利用者からの交替の申

し出 

選任された訪問介護員の交替を希望する場合には、当該訪問

介護員が業務上不適当と認められる事情その他交替を希望

する理由を明らかにして、事業者に対して訪問介護員の交替

を申し出ることができます。ただし、利用者からの特定の訪

問介護員の指名はできません。 

事業者からの訪問介護

員の交替 

事業者の都合により、訪問介護員を交替することがありま

す。 

訪問介護員を交替する場合は、利用者及びその家族等に対し

てサービス利用上の不利益が生じないよう十分に配慮する

ものとします。 
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５．サービス実施の記録 
（１）サービス実施記録の確認 

  当事業所では、サービス提供毎に、実施日時及び実施したサービス内容等を記録

し、利用者にその内容のご確認をいただきます。内容に間違いやご意見があれば、い

つでもお申し出下さい。なお、「介護予防訪問介護計画」及びサービス提供毎の記録

は、サービス提供日より２年間保存します。 

 

（２）利用者の記録や情報の管理、開示について 

 当事業所では、関係法令及び「社会福祉法人野辺地町社会福祉協議会個人情報保護

規程」に基づいて、利用者の記録や情報を適切に管理し、利用者の求めに応じてその

内容を開示します。（開示に際して必要な複写料等の諸費用は、利用者の負担となり

ます。） 

 

 

６．営業日時 

営 業 日 年中無休 

営業時間 

午前８時から午後５時まで 

ただし、利用者から要請があった場合は、その必要性を協議検討し、

上記以外でもサービス提供が可能な体制とします。 

 

 

７．職員体制 

職 名 資 格 
常勤 

専従 
常勤 

兼務 

非常勤 

専従 

非常勤 

兼務 
業務内容 

管理者 介護福祉士  １名   
介護従業者及び業

務の管理 

サービス提

供責任者 
介護福祉士  ２名   

利用調整・技術指導

等 

訪問介護員 
介護福祉士  ３名  ２名 入浴・排泄・食事等

の日常生活全般に

わたる介助 実務者研修修了者  ０名  ２名 

事務職員   １名   必要な事務を行う 

 

（１）サービス提供責任者 

 サービス提供責任者は利用者からのサービス利用申込みに係る調整や訪問介護計

画の作成等をはじめ、次のような業務を担当します。利用に当たり疑問点やご心配な

点があったり、サービス内容を変更したいときには、サービス提供責任者にお気軽に

お尋ね下さい。サービス提供責任者の業務は以下のとおりです。 

 （担当の訪問介護員に直接お話し下さっても構いません。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①訪問型サービスの利用の申込みに係る調整 

②利用者の状態の変化やサービスに関する意向の定期的な把握 

③介護予防支援事業者等との連携（サービス担当者会議への出席、情報の共有等） 

④訪問介護員への援助目標、援助内容に関する指示及び情報の伝達 

⑤訪問介護員の業務の実施状況の把握 

⑥訪問介護員の業務管理、研修、技術指導 

⑦その他サービスの内容の管理に関する必要な業務  
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８．利用料 
  あなたがサービスを利用した場合の「基本利用料」は以下のとおりです。また、あ

なたからいただく「利用者負担金」は、原則として負担割合証に応じた基本利用料の

１割から３割の額です。ただし、介護保険の支給限度額を超えてサービスを利用す

る場合、超えた額の全額をご負担いただきます。 

   

指定第１号訪問事業（訪問型サービス）の利用料 

（１）基本料金 

サービスの内容 基本利用料 
利用者負担額 

（１割） 

利用者負担額 

（2 割） 

利用者負担額 

（3 割） 

訪問型サービスⅠ 

（週１回程度） 
11,760 円 1,176 円 2,352 円 3,528 円 

訪問型サービスⅡ 

（週２回程度） 
23,490 円 2,349 円 4,698 円 7,047 円 

ただし、利用者の体調不良や状態の改善等により「介護予防訪問介護計画」で定め

た期日よりも利用が少なかった場合、又は多かった場合であっても、日割りでの割引

又は増額はしません。 

  月ごとの定額制となっているため、月の途中から利用を開始したり月の途中で終

了した場合であっても、以下に該当する場合を除いては、原則として、日割り計算は

行いません。 

 ①月途中に要介護から要支援に変更となった場合 

 ②月途中に要支援から要介護に変更となった場合 

 ③同一保険者管内での転居等により事業所を変更した場合 

 ④月途中に要支援度が変更となった場合 

 

（２）加算 

  以下の要件を満たす場合、上記の基本部分に以下の料金が加算されます。 

種類 要 件 基本利用料 利用者負担額 

初回加算 
新規利用者へサービス提

供した場合 
2,000 円 

1 割 200 円 

2 割 400 円 

3 割 600 円 

生活機能向上

連携加算 

サービス提供責任者がリハ

ビリテーション事業所の理

学療法士等に同行し、共同

して利用者の心身の状況等

を評価した上、生活機能向

上を目的とした介護予防訪

問介護計画を作成し、サー

ビス提供した場合 

1,000 円 

1 割 100 円 

2 割 200 円 

3 割 300 円 

中山間地域等

における小規

模事業所加算 

事業所が１月当たりの実利

用者数が５人以下の小規模

事業所である場合 

所定単位数

の 10％加算 

この加算は、支給限

度額管理の対象外

として取り扱われ

ます。 

中山間地域等

に居住する者

へのサービス

提供加算 

事業所が通常の事業実施地

域を超えて、法律に定める

中山間地域等（豪雪地帯

等）にお住いの利用者にサ

ービスを提供した場合、利

用料金に加算 

所定単位数

の 5％加算 
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種類 要 件 基本利用料 利用者負担額 

介護職員処遇

改善加算Ⅲ 
(1 月当たり） 

介護サービスを支える人材

の確保・定着を促すことを

目的として、国が定めた加

算で、人材育成や処遇改善

の仕組み、職場環境等を整

備した事業所に認められる

加算 

所定単位数

の 18.2％加

算 

1 割から 3 割 

 ★処遇改善加算に係る単位は支給限度額基準額の対象外です。 

 

（３）支払い方法 

  上記（１）及び（２）の利用料（利用者負担分の金額）は、１か月ごとにまとめ

て請求しますので、翌月末日までに次のいずれかの方法によりお支払いください。 

支払い方法 支払い要件等 

口座引落 あなたが指定する口座より引き落とします。 

銀行振込 

下記指定口座にお振込みください。 

 

青森みちのく銀行 野辺地中央支店 普通預金 ４５５１５８３ 

社会福祉法人野辺地町社会福祉協議会 会長 上原子 秀志 

現 金 払 事業所職員による集金、もしくは社協窓口でお支払いください。 

 

 

９．緊急時における対応方法 
サービス提供中に利用者の体調や容体の急変、その他の緊急事態が生じたときは、

速やかに下記の主治医及び家族等へ連絡を行う等、必要な措置を講じます。 
  なお、当事業所の介護予防サービスにより、利用者に対して賠償すべき事故が発生し

た場合には、速やかに損害賠償いたします。 

利用者の主治医 

医療機関名  

診療科・主治医名  

住所  

電話番号  

緊急連絡先 

（家族等） 

氏名 

（利用者との続柄） 

 

 

（続柄：          ） 

住所  

電話番号  
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当事業所は、下記の損害賠償保険に加入しています。 

項   目 概  要 

保険会社名 損害保険ジャパン日本興亜株式会社 

保 険 名 社協の保険 

保障の概要 

・対人、対物事故等の賠償保障 

・社協役職員の業務中の傷害補償・感染症保障 

・什器備品の損害補償 

・現金、貴重品の損害補償 

 

 

１０．相談・苦情の受付 
（１）当事業所の受付窓口 

サービス提供に関する相談や苦情は、下記の窓口でお受けします。 

相談・苦情受付窓口 

担 当 者 本間 布美子 

電話番号  ０１７５－６４－４４００ 

F A X番号 ０１７５－６４－４４４２ 

受付時間 午前８時から午後５時まで 

 

（２）第三者委員（別紙参照） 

当事業所では、地域にお住いの方を第三者委員に選任し、地域住民の立場から当事

業所のサービスに対するご意見等をいただいています。利用者は、当事業所への苦情

やご意見を「第三者委員」に相談することもできます。 

※ 当事業所の第三者委員は、別紙に示すとおりです。 

 
（３）行政機関その他苦情受付機関 

  サービス提供に関する相談や苦情は、下記の機関にも申し立てることができます。  

野辺地町（介護・福祉課） 
青森県上北郡野辺地町字野辺地１２３番地１ 

０１７５－６４－２１１１ 

青森県国民健康保険団体連合会 
青森県青森市新町二丁目４番１号 

０１７－７２３－１３３６ 

青森県運営適正化委員会 
青森県青森市中央三丁目２０番地３０ 

０１７－７３１－３０３９ 

 

 

１１．虐待の防止について 

  当事業所は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要

な措置を講じます。 

（１）虐待防止に関する担当者を選定しています。 

 

 

（２）虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について従業

者に周知徹底を図っています。 

虐待防止担当者 訪問介護事業所 管理者 本間 布美子 
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（３）虐待防止のための指針の整備をしています。 

（４）従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施しています。  

（５）サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・

同居人等）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかにこれを

市町村に通報します。 

 

１２．秘密の保持 
①事業者及びその従業者は、業務上知り得た利用者及びその家族等の秘密を正当な理由

なく第三者に漏洩しません。 

②当事業所の従業者であった者は、業務上知り得た利用者及びその家族等の秘密を正当

な理由なく第三者に漏洩しません。 

③事業者は、利用者の医療上緊急の必要がある場合又は市町村や地域包括支援センター

並びに他の介護予防支援事業者等との連携を図る等正当な理由がある場合には、あら

かじめ文書による同意を得た上で、必要な範囲内で利用者又はその家族等の個人情報

を用いることができるものとします。 

 

１３．業務継続計画の策定等 

（１）感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定訪問介護の提供を継続的

に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続

計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。 

（２）従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定

期的に実施します。 

（３）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行いま

す。 

 

１４．衛生管理等 

（１）訪問介護員等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行います。  

（２）事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めます。 

（３）事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じ

ます。 

①  事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を

おおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底

しています。 

②  事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。従

業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施

します。 

 

１５．身体拘束等の原則禁止 
  利用者または他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除

き身体的拘束等を行いません。身体的拘束等を行う場合には、その態様および時間、そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録します。また、身体拘束

等に係る記録は完結の日より５年間保管します。 
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   年   月   日  

 

 

訪問型サービス提供開始に際し、契約書及び本書面に基づき重要事項の説明を行いまし

た。 

 

 

 

のへじ社協訪問介護事業所 
 

 

［職 名］              ［氏 名］              ㊞ 

 

 

 

私は、契約書及び本書面に基づき、事業者から重要事項の説明を受け、訪問型サービス

の提供開始に同意しました。 

 

 

［利用者］ 
 

住 所：野辺地町字               氏 名：            ㊞ 

 

 

［上記代理人：代理人を選任した場合］ 
 

住 所：                    氏 名：            ㊞ 

 

 

［立会人］ 
 

住 所：                    氏 名：            ㊞ 

 

 

 

（法）「立会人」欄には、本人とともに契約内容を確認し、緊急時等に利用者の立場にたっ

て事業者との連絡調整等を行える方がいる場合に記載して下さい。  

   なお、立会人は、契約上の法的な義務等を負うものではありません。  


